
 

 

栃木県臨床調査個人票電子化等推進事業費補助金交付要領 

 

 （主旨） 

第１条 県の交付する栃木県臨床調査個人票電子化等推進事業費補助金については、栃木

県補助金等交付規則（昭和３６年栃木県規則第３３号。以下「規則」という。）に規定

するもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

 （交付の目的等） 

第２条 栃木県臨床調査個人票電子化等推進事業費補助金の名称、目的、交付の対象であ

る事務又は事業の内容、その補助額及び交付の相手方は、次の表のとおりとし、予算の

範囲内で交付する。 

 

補助金 

の名称 

 

 

補助金の 

交付目的 

 

交付の対象 

である事務又 

は事業の内容 

 

交付率 

又は金額 

（交付基準） 

 

交付の 

相手方 

 

栃木県

臨床調

査個人

票電子

化等推

進事業

費補助

金 

 
臨床調査個人票のオ 
ンライン登録を行う 
ために必要なシステ 
ム環境を整備し、デ

ー 
タの登録業務に関す 
る関係者の負担軽減 
を図ることを目的と 
する。 

 

平成１０年４月９日健医発

第６３５号厚生省保健医療

局長通知の別紙「難病特別

対策推進事業実施要綱」に

基づき行う、特定医療費支

給事務における臨床調査個

人票の電子化等の環境整備

に要する費用  

 

２分の１ 
 

難病指

定医及

び協力

難病指

定医が

勤務す

る医療

機関 
 

 （交付の申請） 

第３条 補助金等の交付を受けようとする者が、規則第４条の規定により、提出する書類

は、次の表に定めるところによる。 

 

補助金の

名称 

 

提出すべき申

請書の名称 

 

様式 
 

部数 
 

申請書に添付す

べき書類の名称 

 

様式 
 

部数 
 

 提出期限 

 

栃木県臨

床調査個

人票電子

化等推進

事業費補

助金 

 

栃木県臨床調

査個人票電子

化等推進事業

費補助金交付

申請書 

 

規則

別記

様式

第１ 

 

 １ 
 

１ 事業計画書 

 

２ 収支予算書 

 

様式第

１号 

様式第

２号 

 

１ 

 

１ 

 

知事が別に

定める日 

 

 （補助条件） 

第４条 規則第６条の規定による条件は、次のとおりとする。 

 （１）補助事業に要する経費の配分の変更又は補助事業の内容の変更（第５条の軽微な   

変更を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けること。 

 （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

 （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は当該事業の遂行が困難となった   

場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

 （４）補助金と補助事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした帳簿を備え、補   



 

 

助事業にかかる収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ該当帳簿及び証拠書   

類を業務完了後５年間保管しておかなければならない。 

 

 （軽微な条件） 

第５条 第４条第１号における軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。 

 （１）事業種目を変更し、又は廃止すること。 

 （２）事業主体を変更すること。 

 （３）事業費又は事業量の２０％以上の変更をすること。 

 

 （変更の承認） 

第６条 第４条第１号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合には、次の表に定 

める書類を知事に提出しなければならない。 

 

補助金の

名称 

 

提出すべき報

告書の名称 

 

様式 
 

部数 
 

申請書に添付す

べき書類の名称 

 

様式 
 

部数 
 

提出期限 

 

栃木県臨

床調査個

人票電子

化等推進

事業費補

助金 

 

栃木県臨床調

査個人票電子

化等推進事業

費補助金変更

交付申請書 

 

規則

別記

様式

第３ 

 

 １ 
 

１ 事業計画書 

 

２ 収支予算書 

 

様式第１

号  

様式第２

号 

 

 １ 

 

１ 

 

知事が別

に定める

日 

 

 （実績報告） 

第７条 規則第１３条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

 

補助金の

名称 

 

提出すべき報

告書の名称 

 

様式 
 

部数 
 

報告書に添付す

べき書類の名称 

 

様式 
 

部数 
 

 提出期限 

 

栃木県臨

床調査個

人票電子

化等推進

事業費補

助金 

 

栃木県臨床調

査個人票電子

化等推進事業

費補助金実績

報告書 

 

規則

別記

様式

第２ 

 

 １ 
 

１ 事業実績報

告書 

 

２ 収支決算書 

 

様式第３

号 

 

様式第４

号 

 

 １ 

 

 

 １ 

 

知事が別

に定める

日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 （補助金の請求） 

第８条 規則第１８条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

 

補助金の

名称 

 

提出すべき請

求書の名称 

 

様式 
 

部数 
 

報告書に添付す

べき書類の名称 

 

部数 
 

 提出期限 

 

栃木県臨

床調査個

人票電子

化等推進

事業費補

助金 

 

栃木県臨床調

査個人票電子

化等推進事業

費補助金請求

書 

 

規則

別記

様式

第４ 

 

 １ 
 

１ 交付決定通

知書の写し 

 

 １ 

 

  

 

知事が別に

定める日 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の報告） 

第９条 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別に定める様式により速やかに知

事に報告しなければならない。 

  なお、知事は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

 

  附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から適用する。 


